令和　年　　月　　日　　
倉　敷　市　長　宛て
倉敷市経営革新支援事業　事業計画書
（経営革新計画実施事業　用）
住　　　　　所：
事業者名：
代表者職・氏名：
事務担当者氏名：
部署名：　　　　　　　　　TEL：
E-mail： 
１　事業者の基本情報
(１)　資本金の額又は出資の総額　　　　　　　　　　　　　　円※会社の場合のみ記入

(２)　常時使用する従業員数　　　　　　　　　　　　　　　　人

(３)　主たる事業所の所在地　　倉敷市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(４)　交付対象要件等の確認

下記について確認・同意の上、該当個所に☑を入れてください。
全ての項目に☑が入らないと申請できません。

□　中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定する中小企業者（会社・個人）です。
□　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項第４号若しくは第５号に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業又は同条第１３項に規定する接客業務受託営業を行う者ではありません。
□　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第２号に規定する暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者ではありません。
□　計画した事業実施に必要な許認可及びその他必要な関係法令上の規定による要件を満たしています。
□　計画した事業に対して、倉敷市又は他の団体から別の補助金の交付を受けることはありません。
□　補助対象経費について、自らの経営する法人や親会社・子会社等のグループ会社、３親等内の親族等の特別な関係にある者へは支払いません。
□　計画した事業は、中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）の規定による承認を受けた経営革新計画に基づく事業です。
□　倉敷市商工課へ事前に相談をしています。（事前相談日：令和　　年　　月　　日）
１　実施事業の概要
ア　実施する経営革新計画　　
令和　　年　　月　　日承認（計画期間：令和　　年　　月　～　令和　　年　　月）
イ　事業の概要
　　　　※　計画内の記載を参考に、１００字程度で記載
　　　　※　計画のうち、どの部分を実施するのか分かりやすく記載
	


２　実施事業の詳細
　　※　実施事業の具体的な内容を記載
	


３　実施事業で想定される課題やリスクと対策
	


４　実施工程及び体制、スケジュール
※　工程及び体制（全体責任者、工程担当者　等）、支援機関の役割を明確に記載

	


５　地域経済への波及効果について
※　計画内に倉敷市の経済に良い影響を与える部分（特産品や観光資源など地域資源の活用、地元企業との連携、市民の雇用増加、市外からの投資拡大、市外への販路拡大、交流人口の増加など）があれば記載
	


６　経費明細
	経費区分
	内訳（内容・単価・数量等）
	税抜価格(円)
	税込価格(円)

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	経費合計
	【A】　
	


　※　経費区分には、原材料費、技術指導受入費、共同研究費、機械装置・システム費、知的財産導入費、外注費、広告宣伝・販売促進費、研修受講費のいずれかを記載
　※　原材料費は、新商品の開発、技術に関する開発に関する事業のみ経費に計上できます。
　※　技術指導受入費と共同研究費は、新商品の開発、新役務の開発、技術に関する開発に関する事業のみ経費に計上できます。

　※　外注費・技術指導受入費・共同研究費の合計が、その他の補助対象経費の合計額を超える場合は、外注費・技術指導受入費・共同研究費の合計のうち当該合計額を超える部分については、補助金の交付の対象となりません。
　　　　　　　　　　　　　　　　　補助金申請額（上限100万円）※　1,000円未満切捨て
経費合計【A】×2/3　　　　　　　　　　　　,000円
７　資金計画

	区分
	金額

	補助金
	

	自己資金
	

	新規融資
	

	合計
	


※　新規融資は、補助金交付の要件ではありません。
８　見積徴取先（契約予定事業者）の選定理由

※　全ての見積について、契約予定事業者の業務内容や実績等を踏まえて、経費の妥当性と合わせて記載
	見積徴取先
	選定理由

	
	

	
	

	
	


※　申請者の経営する法人や親会社・子会社等のグループ会社、３親等内の親族等の特別な関係にある者へ支払われる経費は補助対象外です。
※　技術指導受入費、共同研究費、知的財産権導入費、外注費は、同じ支出先へ支払うことはできません。

９　その他（留意事項）
・　本様式は、必要に応じて適宜、行を追加、削除して調整すること。
・　フォントの変更は、行わないこと。
・　全体で、８ページ以内で作成すること。
16　提出物（全て１部提出）
市税納税証明書、履歴事項全部証明書、住民票は、申請日から３か月以内に発行されたものに限ります。

□　事業計画書　　　　　　　　　　　　　
□　支援機関支援表明書　　　　　　　　　
□　市税納税証明書　　　　　　　　　　　
□　履歴事項全部証明書　※会社のみ
□　住民票　※個人事業主のみ
□　企業概要資料（会社パンフレット等）　
□　直近３年間の決算関係書類の写し　　　　　
※　法人：決算書（貸借対照表及び損益計算書）
※　個人：青色申告決算書又は収支内訳書
□　経営革新計画承認書の写し　　
□　経営革新計画承認申請書の写し（様式１３・別表１～４）　

　　　　（県ヒアリング後、実際に申請したもの）
□　対象経費の見積書（写し可）　　　　　
～　以下は、対象経費区分により提出してください。　～
【原材料費】
　□　購入する原料、材料の内容や使途が分かる資料　
【技術指導受入費】
　□　指導を受ける技術の内容及び指導元の概要が分かる資料　
【共同研究費】
　□　共同研究の内容及び共同研究先の概要が分かる資料　
【機械装置・システム費】
　□　導入する機械装置・システムの内容が分かる資料（カタログ等）　
【知的財産導入費】
　□　導入する知的財産権等の内容が分かる資料　
【外注費】
　□　外注内容が分かる資料（仕様書案等）　
【広告宣伝・販売促進費】
　□　広告宣伝及び販売促進の内容が分かる資料（掲載媒体、展示会募集要項、市場調査仕様書案、セミナー企画書、マーケティングツールカタログ等）　
【研修受講費】
　□　教育訓練や講座の内容が分かる資料（募集要項等）　
